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2022 年 10 月 7 日 

 

投資調査第１部 副主任研究員／前田聡紀 
 
■東京２３区の賃貸マンション需要は、単身世帯の増加とその選好の高さに支えられてきた。 

コロナ禍を通じ、キャッシュフローの安定性が高い賃貸マンション（以下、賃貸 M と呼ぶ）への投資が活発

化している。ここでは市場規模（＝賃貸 M 需要）が最も大きい東京２３区に着目し、＜賃貸 M 需要（世帯数）

＝全世帯数×賃貸 M 居住率＞との視点にたち、同需要の内訳や要因、およびその方向性を俯瞰する。 

まず東京２３区の＜全世帯数＞を見ると、足元の 2022 年 8 月時点では、少子高齢化やテレワーク等によ

る人口流出の影響を受けながらも、532 万世帯（住民基本台帳による世帯数）と過去最多を更新している。一

方の賃貸 M 居住率は 2008 年の 25.5％から 2018 年には 31.4％へと上昇している。その結果、同 10 年間で

東京２３区の賃貸 M 世帯数は、106 万世帯から 154 万世帯へと大幅に増加している（図表１）。 

これには、非婚化･晩婚化等により、これまで「夫婦世帯＝１世帯｣であったものが｢二つの単身世帯＝２世

帯｣となり、単身世帯が増加したことが大きく影響している。実際に全世帯に対する単身世帯比率は過半数を

占め、2015 年の 50.5％（国勢調査）から 2020 年には 53.5％へと高まっている。先に示した 10 年間に賃貸

M 世帯数は 48 万世帯増加したが、その 6 割の 31 万世帯は単身世帯である。賃貸 M 世帯のうち単身世帯

割合は一貫して 6 割を上回っている。 

単身世帯については、その特徴である、①利便性を重視するため移動性が高い（持家志向が低い）、②扶

養家族がいないため資産形成（持家）の必要性が低い、③魅力的な単身者向け分譲 M が少ない、等の理由

から賃貸 M 居住率が高い。単身世帯の増加、単身世帯比率の高まりは、平均的な賃貸 M 居住率の上昇に

も影響していると見ている。 

以上の通り、東京２３区における単身世帯の増加は、＜全世帯数＞および＜賃貸 M 居住率＞の２つの側

面を通じ、賃貸 M 需要の増加に寄与してきたと言える。 

 
 

    

出所）総務省「住宅・土地統計調査」をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成 
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図表１．東京 23 区の賃貸マンション世帯数 図表２．東京 23 区の世帯主の年齢帯別賃貸マンション

世帯数および居住率（2018 年） 
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■今後の賃貸マンション事業には、増加する中年層および高齢層の取り込みが重要。 

さらに世帯主年齢別に＜賃貸 M 居住率＞を見ると、単身世帯の多い 25 歳未満や 25～34 歳の若年層で

高く、逆に結婚・出産等により家族形成が行われる 35～44 歳で大きく低下（＝持家志向が上昇）し、その後も

加齢とともに低下する（図表２）。賃貸 M 選好の強い若年層をターゲットに、シングルタイプなどの単身世帯用

の賃貸 M を供給することは、理にかなった供給戦略であると言える。 

ただし注意すべきは、賃貸 M 需要のボリュームである。実は、賃貸 M 居住率が最も低い 65 歳以上の世帯

数は 16 万世帯（賃貸 M 需要全体に対する割合：11.0％）であり、25 歳未満の 13 万世帯（同 8.6％）よりも多

い。今後の少子高齢化により、さらにその差は拡大すると見込まれる。また 45～54 歳は団塊ジュニア世代を

含むため全世帯数が多く、賃貸 M 世帯数も 27 万世帯（同 18.0％）と無視できないボリュームとなる。なおこ

の年齢帯以降の初婚者は限られることから持家への移行も少なく、今後も高齢者世帯のボリュームが膨ら

み、賃貸 M 居住率を押し上げる可能性もある。 

従来の賃貸 M 需要は、賃貸 M 居住率が高い 35 歳

未満の若年層が約半数を占めていたため、例えば単

身者向けの居室に対しては、家賃負担を抑えるための

商品設計（居室面積を狭くする、間取り･設備を簡素化

する等）が行われてきた。しかし今後は、35 歳以上がよ

り一層賃貸 M 需要の中心をなすため、賃料負担力の

高い中年層には広い居室面積や優れた居住環境を、

また高齢層にはバリアフリー設計や見守り設備など、商

品設計上の各種工夫が求められると言えよう（図３）。 
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図表３．東京 23 区の賃貸マンション世帯数 

（世帯主 35 歳未満･35 歳以上） 
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